
面　　積 人口密度

17年 人 ｋ㎡ 人

増減率 ％

21.3.31 人 国　調 1.1 ％ 19.0 ％ 77.4 ％

20.3.31 人
12　年 3,379 人 64,615 人 207,839 人

増減率 ％ 国　調 1.2 ％ 23.0 ％ 74.1 ％

平成20年度 平成19年度 増減額

1. ① 146,874,276 153,282,127 △ 6,407,851 △ 4.2 ％

2. ② 141,090,684 148,818,082 △ 7,727,398 △ 5.2 ％

3. ③ 5,783,592 4,464,045 1,319,547 29.6 ％

4. ④ 654,974 474,207 180,767 38.1 ％

5. ⑤ 5,128,618 3,989,838 1,138,780 28.5 ％

6. ⑥ 1,138,780 907,154 231,626 25.5 ％

7. ⑦ 23,535 25,195 △ 1,660 △ 6.6

8. ⑧ 56,562 0 56,562 皆増

9. ⑨ 1,000,000 4,500,000 △ 3,500,000 △ 77.8

10. 218,877 △ 3,567,651 3,786,528 106.1

％

％

％

％

歳　　出 実質収支
（総費用） （純損益）

事 50,565,621 293,818 4,617,605 ％

事 2,984,047 5 224,943

事 21,251,917 351,508 3,311,156

事 3,809,938 69,095 475,585

事 275,872 0 180,552

収益 9,017,654 △ 353,474 0

企適 11,854,152 150,573 2,401,000 -

企適 845,979 604 244,000 -

企非 5,864,782 35 859,500 -

企非 47,782 0 47,782

企非 163,112 0 130,959

企非 25,101,464 70,834 5,840,000 -

適　　　用
年  月  日

市 町 村 長 H19.4.1 百円 百円

副市町村長 H19.4.1

収 入 役 H19.4.1

教 育 長 H19.4.1

議 会 議 長 H19.4.1

副 議 長 H19.4.1

議 会 議 員 H19.4.1

7,003,535

将 来 負 担 比 率

（単位：千円）

注）「企適」は、平成２０年度地方公営企業決算状況調査の対象の地方公営企業のうち地方公営企業法を全部又は一部を適用している事業、「企非」
は、同調査の対象の地方公営企業のうち左記以外の事業、「事」は、地方公営事業のうち同調査の対象の地方公営企業以外の事業、「収益」は、左
記のうち収益事業をいう。

普通会計か
らの負担金
又は繰出金

歳 入 総 額

歳 出 総 額

差引（形式収支）(①-②)

翌年度に繰り越すべき財源

単 年 度 収 支

一 般 職 員

特　　　　別　　　　職　　　　等(H21.4.1現在)

1人当たり平均給料
（報酬）月額　 　百円

一　　　　般　　　　職　　　　員　　　　等

区　　　分

3.6

産　　　　業　　　　構　　　　造

決 算 状 況

543,424

529,066

S４０．４．１以降の合併等の状況

第２次

10.7

11,343,159

6.8

人口集中地区人口人　　　　　口

連 結 実 質 赤 字 比 率 -

積 立 金

公 債 費 負 担 比 率実 質 収 支 ( ③ - ④ )

繰 上 償 還 金

起 債 制 限 比 率

積 立 金 現 在 高

平  成  20 年  度
市 区 町 村
コ ー ド

市 町 村 名 船 橋 市

122041

4

市町村類型

H20普通交付
税種地区分

中核市

Ⅰ７

番号

国 勢
調 査 人

第１次
人

就
業
人
口

区　　分

3,150 人
17　年

住 民基
本 台帳

区　　　　　　　分 財　政　指　標　等

12年 85.64 6,653.8

17年国調

12年国調
人

569,835

52,689 214,168

第３次

人 人

財 政 力 指 数

実 質 収 支 比 率

7.3

(97.3)   92.7

5.1

公 債 費 比 率

経 常 収 支 比 率

1.031

111,442,022

標 　　 準 　　　財 　　　政 　　　規 　　　模

地 方 公 営 事 業 会 計 の 状 況

歳　　入
種
別
（注

71,843,555

普通会計
からの繰入

額

100,895,273

資金不足比率
（対象会計の

み記載）

74,407,305

職　員　数
(H21.4.1現在)

うち財政調整基金

地 方 債 現 在 高

健 全 化 判 断 比 率

実 質 赤 字 比 率 -

債務負担行為支出予定額 8,794,563

低　  　工

5,864,817

公害防止 ○

地域指定等の状況

近郊整備
区　　　分

広　  　域

○

千葉県競馬組合

給
与
等
の
状
況

うち消防関係職員

教育公務員

臨 時 職 員

150

半島振興

6,920

農　  　工

リゾート

7,300

7,590

6,860

過疎地域

山村振興

うち技能労務職員

0

3,603合 計 3,582

3,453

406

596

3,558

6,130

8,180

10,760

1人当たり平均給料支給
月額(H21.4月分)　　百円

0

3,532

3,496

4,143

0

1,043,408

550,074

3.6

590,943

584,152

188,922

0

実 質 単 年 度 収 支
( ⑥ + ⑦ + ⑧ - ⑨ )

国民健康保険事業 50,611,575

3,879,033

275,872

（総収益）

実 質 公 債 費 比 率

基　　　準　　　財　　　政　　　収　　　入　　　額

積 立 金 取 崩 し 額

基　　　準　　　財　　　政　　　需　　　要　　　額

1.2%

平15.4.1 中核市

区　　　　　　　分 対H19増減率

一 部 事 務 組 合 等 加 入 状 況

0

うち臨時財政対策債発行可能額 3,815,583

3,221,538

会　　計　　名

四市複合事務組合介護保険事業（保険事業勘定） 21,727,897

11.6

小型自動車競走事業

公共下水道

後期高齢者医療事業

病院

市場

その他造成（南口）

介護サービス

左のうち投資的経
費充当額又は繰出
基 準 内 繰 出 金

0580

2,104,371 0

介護保険事業（保険サービス事業勘定）

組　　合　　等　　名

千葉県市町村総合事務組合

千葉県後期高齢者医療広域連合老人保健医療事業

その他造成（飯山満）
第三セクター等名

H20年度末の債
務保証額又は損
失補償額

第三セクター等に対する債務保証又は損失補償の状況

846,583

47,782

163,112

25,236,898 （財）船橋市開発協会

8,664,180

12,004,725


